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１．ＩＴ重説の実施件数及びトラブルの相談件数
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月合計 累計 3

ＩＴ重説の実施件数及びトラブルの相談件数

＜実施件数＞

・賃貸は平成29年10月、売買は令和３年３月に本格運用開始以降、ＩＴ重説専用シス
テムサービスを提供している主な事業者のシステムを介して実施された件数は合計で、
199,973件（令和３年12月31日現在）。
・免許行政庁等に対するＩＴ重説を起因としたトラブルの相談件数は０件。



２．ＩＴ重説等に係る実施状況把握のための調査
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調査概要

5

宅建業界団体の所属業者
（調査対象者には、業界団体を通じて依頼）

宅建業法に基づく取引でのＩＴ活用の普及促進に向け、賃貸取引及び売買取引におけるＩＴ重説及び書面の電子化の実施状況
を把握することを目的とする。

○ 現在、宅建業法に基づく賃貸取引及び売買取引におけるＩＴ重説及び書面の電子化の実施状況（利用サービス内容、
利用していない理由など）については、社会実験の参加者の範囲でしかその実態が把握できていない。

○ 非参加者を含めた事業者一般の実施状況を確認するため、Webによるアンケート調査を実施。

目 的

調査対象

背 景

Web調査

調査方法

令和3年9月1日から令和3年9月30日まで

調査期間

有効回答数:797件（配布数:3,714件） 有効回答回収率 21.5%

配布数・回答数

※ 以降の分析で表記しているパーセンテージ等は小数点以下を四捨五入しているため、合計しても必ずしも100％とはならない。



調査結果 【ＩＴ重説の実施事業者割合】

6

結果の概要

○ ＩＴ重説は、社会実験から本格運用への移行から時間も経過している中で、賃貸での活用が進んでいる。

○ 売買での活用も実施したことのある事業者が５％となっている。

※ 実施事業者には重複があるため、合計しても100%とはならない。

賃貸

売買

社会実験 本格運用

４％

１３％４％

５％
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調査結果 【ＩＴ重説の地域別実施割合】

7

結果の概要

○ 地域別にみると、過半数が関東・近畿・九州の業者であり、関東の業者は全体の約４割を占めている

○ 特に、東京都の事業者の割合が多く、賃貸では20％以上、売買では35％以上となっている
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ＩＴ重説
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ＩＴ重説
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実施事業者の年間の売買取引件数に占めるＩＴ重説の実施割合

調査結果 【ＩＴ重説の免許区分別実施割合】
結果の概要

○ アンケート調査でＩＴ重説を実施したと回答された事業者の内訳では、賃貸取引は知事免許業者が全体の約８割を
占めており、売買取引は大臣免許業者が全体の約６割を占めている
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免許区分別 ＩＴ重説（売買）の実施状況
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知事免許

18%
大臣免許

免許区分別 ＩＴ重説（賃貸）の実施状況
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調査結果 【ＩＴ重説の際に発生したトラブルとその対処】
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結果の概要

○ 過去にＩＴ重説を実施した際に経験したことがあるトラブルとして、音声が聞こえなかったり映像が乱れるなどの
機器・回線などに起因するトラブルが約８割を占めている

○ トラブルには、約９割がその場で対処できており、その場で対処できずに対面での説明に切り替えた例は約１割程度

70%
トラブルが発生した

（うち、約８割が機器・回線などに

起因するトラブル）

30%
トラブルは発生しなかった

ＩＴ重説の際に発生したトラブルの有無

92%

 その場で対処できた

（機器の再起動や機器交換等）

8%

その場で対処できなかった

（対面での説明に切り替え）

発生したトラブルへの対処

その場で対処できなかったの
で対面での説明に切り替えた



調査結果 【ＩＴ重説によるメリット・デメリット】
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結果の概要

○ 特有のデメリットとして、内容が伝わっているか・説明している箇所が確認しにくい面が多くあげられた

○ コロナ対策のほか、移動時間等の軽減や来店が困難な方との重説が可能という移動面に関するメリットが多い
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※ その他、主なメリット。
・契約の現場に居合わせない宅建士が

中継で重説に参加可能となる。
・入学者本人と保護者に説明できる。
・（録画録音することにより）証拠が残る。

※ その他、主なデメリット。
・捺印漏れや書面訂正等が発生した場合の

対応に時間が掛かる（説明時で完了しない）。
・書類郵送経費の負担が増える。

経験者



調査結果 【想定されるＩＴ重説によるメリット・デメリット】
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結果の概要

○ メリット・デメリットは、実績のある業者と概ね同様の傾向

○ 実績がある業者と比べると、メリットがないと感じている業者がいる
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※ その他、主なデメリット。
・捺印漏れや書面訂正等が発生した場合の

対応に時間が掛かる（説明時で完了しない）。
・対面による信頼関係の構築ができない。
・保険加入や口座振替の手続きなど、

契約手続きは重説だけではない為、
二度手間になる。

※ IT重説の実績がない業者より想定として聞き取り。

未経験者



調査結果 【ＩＴ重説及び書面の電子化の認知度】
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結果の概要

○ 既に本格運用しているＩＴ重説は、書面の電子化に比べて認知されている

○ 本年３月に本格運用を開始したＩＴ重説（売買）は、賃貸と比較すると認知度は低い
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調査結果 【ＩＴ重説等に関する国土交通省の取組に関する意見】

13

さらに、自由意見で、ＩＴ重説等に関する取組について、以下のような趣旨の意見があった。

＜トラブルに関する不安＞
☆ 対面での重説でもトラブルが生じるにも関わらず、ＩＴを活用することによりトラブルが増えるのではないかなど、
漠然とした不安がある。

☆ 説明の相手方が理解できているかが分からないことについて不安がある。

＜情報提供の希望＞
☆ どのようなトラブルが生じてどのように対処することが考えられるかを具体的に知りたい。
☆ ＩＴ重説を実施するかどうかを検討するために、メリットだけではなくデメリットも含めて知りたい。

＜担当者の教育等＞
★ 取組みの内容や機器の具体的な操作方法についての説明会等を開催してほしい。
★ 説明の相手方が取組みを認知していなかったために理解が得られなかったことから、取組みを更に周知してほしい。

アンケート結果や、上記自由意見も踏まえ、ＩＴを活用することにより生じるトラブルに対する不安や情報の不足が
IT重説等に取り組む際のネックになっている場合があると考えられることから、現在のIT重説の実施状況や起こりやすい
トラブルの内容（機器・回線などに起因するトラブル等）等をマニュアル等に反映する等し、さらに周知を進めていく。


